
などの各種相 子どもに関するあらゆる相談窓口として、虐待、育児、不登校、非行、いじめ、健康、障害、教育など多種
施策目的・

(2)目的 談機関や警察との連携を強化し、相談案件ごとのケースマネジメントを行うなど、各機関の役割や機能を十 事業目的 多様な相談に対応し、子育てに関する不安を解消する。
展開方向

分活用した支援活動を実施します。
・子どもに関するあらゆる相談を来所及び電話等で対応。相談内容により、総合窓口として適切な専門機関 子ども家庭総合支援拠点として、子ども自身やその保護者等に関するすべての相談窓口として対応していく
の紹介、継続的な助言・指導が必要と判断した場合には訪問等を行い、継続的な支援につなげる。 。また、関係機関との連携を確実に進め、支援を要する方を把握した場合には、助言や定期的な連絡による
〈相談体制〉 当該年度 不安の解消、必要な機関の紹介等積極的にアプローチしていく。
　担当職員５名によるケースワーク 執行計画 子どもに関わる相談業務の中心的機能を担うため、日常の連携の中で必要な情報収集を積極的に行う。

(3)事業内容 内　　容 　子ども相談員（４名の日替わり勤務）による助言・指導・訪問 【政策】
　心理相談員（１名）による心理的視点からの支援 ＩＣＴインフラ及び基幹システム変更に伴い、家庭児童相談システムの端末設定業務委託を行う。
　地区別、班編成によるチームによる対応 虐待相談を含めた子どもに関する年間の新規相談受付件数 想定値 600当該年度
・養育支援が特に必要であると判断した家庭に子ども相談員等が訪問し、養育に関する指導・助言を行う。 令和元年度・・６１４件　 単位 件

活動結果指標 実績値 867

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子どもに関する相談について、年度内に対応した終結数の増加 直接 年間の終結件数÷（新規相談件数＋継続件数）×１００ ％ 81.3 73

令和 4年度 子どもに関する相談について、年度内に対応した終結数の増加 直接 ３年後の年間終結件数÷（新規相談件数＋継続件数）×１００ ％ 73

令和 5年度 子どもに関する相談について、年度内に対応した終結数の増加 直接 ５年後の年間終結件数÷（新規相談件数＋継続件数）×１００ ％ 73

子ども総合相談窓口としての周知や機能の強化が課題であり、そのための啓発活動や関係機関との情報共有の充実に取り組む。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

会計年度任用職員人件費 6,539 会計年度任用職員人件費 6,824 6,417 会計年度任用職員人件費 6,824 会計年度任用職員人件費 6,824
心理相談員0.5名・子ども相談員２名 旅費 26 6 心理相談員0.5名・子ども相談員2名 心理相談員0.5名・子ども相談員2名
社会保険料・雇用保険料・交通費含む 消耗品費（事務用品・コピー紙等） 26 26 社会保険料・雇用保険料・交通費含む 社会保険料・雇用保険料・交通費含む
旅費 23 公用車ガソリン代 32 22 旅費 31 旅費 31
消耗品費（事務用品・コピー紙等） 26 コピー機パフォーマンスチャージ 55 41 消耗品費（事務用品・コピー紙等） 26 消耗品費（事務用品・コピー紙等） 26
公用車ガソリン代 37 ＦＡＸ使用料・切手購入 15 14 公用車ガソリン代 32 公用車ガソリン代 32
コピー機パフォーマンスチャージ 50 コピー機使用料 5 5 コピー機パフォーマンスチャージ 50 コピー機パフォーマンスチャージ 50

実施内容 ＦＡＸ使用料 12 駐車場使用料 3 2 ＦＡＸ使用料・切手購入 15 ＦＡＸ使用料・切手購入 15
コピー機使用料 5 公用車点検代 45 58 コピー機使用料 5 コピー機使用料 5

(8)施行事項
費　　用 駐車場使用料 3 研修負担金 33 33 駐車場使用料 3 駐車場使用料 3

公用車点検代 52 養育支援訪問事業委託料 336 456 公用車点検代 45 公用車点検代 45
研修負担金 33 家庭児童相談システム保守委託料 553 553 研修負担金 33 研修負担金 33
養育支援訪問事業委託料 336 【政策】 養育支援訪問事業委託料 336 養育支援訪問事業委託料 336
家庭児童相談システム保守委託料 553 ＊ 家庭児童相談システム設定業務委託料 149 371 家庭児童相談システム保守委託料 553 家庭児童相談システム保守委託料 553

＊ 【9月補正】システム設定業務委託料 74
【９月補正】 【3月補正】会計年度任用職員人件費 △211
会計年度任用職員人件費 △425 【予備費】養育支援訪問事業委託料 149
（報酬・職員手当等） 【予備費】会計年度任用職員人件費 231

85

予算(決算)額 合　　計 7,244 合　　計 8,430 8,004 合　　計 7,953 合　　計 7,953
国庫支出金 補助率 50 ％ 3,694 補助率 50 ％ 3,041 2,965 補助率 50 ％ 3,041 補助率 50 ％ 3,041
県支出金 補助率 33 ％ 241 補助率 33 ％ 249 251 補助率 33 ％ 249 補助率 33 ％ 249
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,309 5,140 4,788 4,663 4,663

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.6 2 2 2 2
正職員人件費 13,920 17,800 17,800 17,800 17,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 21,164 26,230 25,804 25,753 25,753
(11)単位費用

38.48千円／件 43.72千円／件 29.76
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　児童福祉法の規定による業務。家庭と地域社会のつながりが弱くなり、核家族化が進行する中で、子育て家庭の孤立化 ●①事前確認での想定どおり
や子育て不安を助長させる環境変化を招いている。子育ての不安を解消し、親の負担感を減らし、安心して子どもを産み ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 育てられるまちづくりのため必須の業務である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子育てに関する悩みや不安を抱えている家庭からの相談や子ども自身からの相談に対応する必要があるため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 児童福祉法第１０条第１項において、市が実施しなければな

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 らない業務であると位置づけられている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 身近な地域での見守りや支援が必要な場合は、民生委員・児 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 童委員及び主任児童委員と連携し対応している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
81.3 73 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係機関とのネットワーク作りに努め連携を強化、対応したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 80.4 110.14
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,230 △5,066 25,804 98.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△23.94

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 関係機関とのネットワーク作りに努め連携を強化、対応

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 したため

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

％ 10万円 0.31 110.71

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 593 課コード 1704 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども相談課

個別事業 子ども総合相談の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 2 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,902 千円 (うち人件費 17,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 26,230 千円 (うち人件費 17,800 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33101 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子ども自身や子育てをする保護者が抱えるさまざまな悩みや不安に対応するため、児童相談所



どの各種相 保護者の疾病、事故、育児疲れなどの理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった子
施策目的・

(2)目的 談機関や警察との連携を強化し、相談案件ごとのケースマネジメントを行うなど、各機関の役割や機能を十 事業目的 どもを児童養護施設において一時的に預かり、必要な保護を行うことにより、子ども虐待の防止をはじめと
展開方向

分活用した支援活動を実施します。 する子ども及び子育て家庭の福祉の向上を図ります。
我孫子市が近隣５市（松戸市・柏市・流山市・鎌ケ谷市・野田市）と共に児童養護施設「晴香園」に委託し 児童養護施設に事業委託をして、居室を確保し子どもの保護・養育を行う。
、児童の短期入所事業を行なう。対象児童：満１歳～１８歳未満の児童　利用期間：１回あたりの利用期間 事業委託料として、２，６６９，２５０円で施設と契約。
は原則７日間以内 当該年度 保護者の病気や事故、育児疲れ等の理由により一時的な保護が必要な援助家庭に対し、制度の説明と利用の
方法：一時的に家庭での養育が困難になった場合、子どもを児童養護施設にて預かり、必要な保護を行う。 執行計画 勧奨を行う。

(3)事業内容 内　　容 利用者負担：子どもの年齢、市民税の課税区分による、子ども１人当たり１泊０～５,５００円、日帰り０ ホームページ及び子ども向け冊子への掲載により制度の周知を図る。
円～１,４００円、夜間１回０円～８００円。
市の役割：委託料を支払い短期入所用の居室を確保する。市が申請窓口となり保護者からの申請を受付け、 利用が必要と判断される子どもの宿泊で利用した日数 想定値 80当該年度
利用の決定を行なう。利用者負担の徴収を行なう。 令和元年度実績・・・実利用人数　１４人　 単位 日

活動結果指標 実績値 48根拠法：子ども・子育て支援法 各利用日数　宿泊８０日　日帰り４８日　夜間５５日

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 家庭環境や保護者の育児疲れ等に対応し、子どもを一時保護・養育することで、子どもと家庭の安全を守る。 直接 実利用児童数÷申請児童数×１００ ％ 100 100

令和 4年度 家庭環境や保護者の育児疲れ等に対応し、子どもを一時保護・養育することで、子どもと家庭の安全を守る。 直接 実利用児童数÷申請児童数×１００ ％ 100

令和 5年度 家庭環境や保護者の育児疲れ等に対応し、子どもを一時保護・養育することで、子どもと家庭の安全を守る。 直接 実利用児童数÷申請児童数×１００ ％ 100

利用できる日数を確保し、児童の福祉の向上を図る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

子ども短期入所事業委託料 2,482 子ども短期入所事業委託料 2,670 2,670 子ども短期入所委託料 2,670 子ども短期入所委託料 2,670

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,482 合　　計 2,670 2,670 合　　計 2,670 合　　計 2,670
国庫支出金 補助率 33 ％ 203 補助率 33 ％ 180 180 補助率 33 ％ 180 補助率 0 ％ 180
県支出金 補助率 33 ％ 203 補助率 33 ％ 180 64 補助率 33 ％ 180 補助率 0 ％ 180
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,693 1,663 2,331 1,663 1,663

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 383 □特会 ■受益 □基金 □その他 647 95 □特会 ■受益 □基金 □その他 647 □特会 ■受益 □基金 □その他 647
換算人数(人) 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6
正職員人件費 4,350 5,340 5,340 5,340 5,340

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,832 8,010 8,010 8,010 8,010
(11)単位費用

75.91千円／日 100.13千円／日 166.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

核家族化が進み、保護者の病気や事故等の不測の事態に親族から協力を得ることが難しい状況や、孤立化により育児不安 ●①事前確認での想定どおり
や子育ての負担を強く感じている家庭が増えている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 一時的に短期入所を利用して子どもに必要な保護を行い、家庭の機能の回復を図ることは、子ども虐待の発生を未然に防 ○要
   背景は？(事業の必要性) ぎ、子どもと子育て家庭の福祉の増進を図ることにつながる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

委託している児童養護施設との連携を図り、申請があった場合または利用する必要があるケースを速やかに利用につなげ
、必要な日数を確保したため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 子ども相談担当部署において、利用対象児童の状態や家庭環

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 境を一元管理することで、適切な利用につなげることができ
□その他 　促進された るため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用対象者の状況や家庭環境に応じ、適切に利用につなげたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,010 △1,178 8,010 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△17.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.25

％ 10万円 1.25 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 594 課コード 1704 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子ども虐待防止活動の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども相談課

個別事業 子ども短期入所事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,010 千円 (うち人件費 5,340 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33101 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子ども自身や子育てをする保護者が抱えるさまざまな悩みや不安に対応するため、児童相談所な



みや不安に対応するため、児童相談所などの各種相 児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の規定に基づき、市の責務として、広報活動や市民への啓発
施策目的・

(2)目的 談機関や警察との連携を強化し、相談案件ごとのケースマネジメントを行うなど、各機関の役割や機能を十 事業目的 、関係機関とのネットワークの強化による体制の整備、虐待家庭への指導及び支援活動を行い、子どもの権
展開方向

分活用した支援活動を実施します。 利の擁護を行う。
子ども虐待を早期に発見・予防するために、市民や関係機関へ啓発を行う。 ・担当職員５名及び相談員（子ども相談員４名および心理相談員１名）による相談・援助活動。
関係機関から虐待通告があった家庭や、虐待してしまう保護者からの相談に対し、支援方針を検討し、助言 ・啓発活動…広報・ホームページの掲載、ポスター及びチラシ、オレンジリボン等の配布及びキャンペーン
・相談活動を行う。 当該年度 活動による啓発。
虐待は、家庭の抱える様々な問題から発生するため、子ども相談課が児童福祉法第２５条の２に定める要保 執行計画 ・子ども虐待等防止対策地域協議会の運営…代表者会議（年２回）、実務者会議（年４回）、個別支援会議

(3)事業内容 内　　容 護児童対策地域協議会（我孫子市子ども虐待等防止対策地域協議会）の要保護児童対策調整機関となって「 　（随時）
我孫子市子ども虐待等防止対策地域協議会」に基づくネットワークによる支援活動を推進する。

虐待に関する年間の新規相談受付件数 想定値 200当該年度
令和元年度・・・２０６件 単位 件

活動結果指標 実績値 321

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 緊急性の高い通告について、４８時間以内に調査を行った割合 直接 緊急性の高い通告について、４８時間以内に調査を行った割合 ％ 100 100

令和 4年度 緊急性の高い通告について、４８時間以内に調査を行った割合 直接 緊急性の高い通告について、４８時間以内に調査を行った割合 ％ 100

令和 5年度 緊急性の高い通告について、４８時間以内に調査を行った割合 直接 緊急性の高い通告について、４８時間以内に調査を行った割合 ％ 100

複雑かつ困難ケースが増えており、関係機関の一層の連携の強化が課題である。実務者会議において情報の共有を行いつつ、必
(7)事業実施上の課題と対応 要時速やかに連携した対応をとれるよう、日ごろから子どもの所属機関と情報共有、連絡調整を行うとともに、個別支援会議を 代替案検討 ○有 ●無

効果的に用いて、支援方針、問題意識を共有し、ネットワークを活用し対応していく。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

会計年度任用職員人件費 6,538 会計年度任用職員人件費 6,823 6,417 会計年度任用職員人件費 6,823 会計年度任用職員人件費 6,823
心理相談員0.5名・子ども相談員２名 心理相談員0.5名・子ども相談員2名 心理相談員0.5名・子ども相談員2名 心理相談員0.5名・子ども相談員2名
社会保険・雇用保険 社会保険・雇用保険 社会保険・雇用保険 社会保険・雇用保険
交通費・旅費含む 交通費・旅費含む 交通費・旅費含む 交通費・旅費含む
虐待防止対策地域協議会委員報酬 63 虐待等防止対策地域協議会委員報酬 63 0 虐待等防止対策地域協議会委員報酬 63 虐待等防止対策地域協議会委員報酬 63
旅費 23 旅費 26 7 旅費 31 旅費 31
消耗品費（書籍購入・コピー紙等） 30 消耗品費（書籍購入・コピー紙等） 98 96 消耗品費（書籍購入・コピー紙等） 24 消耗品費（書籍購入・コピー紙等） 24

実施内容 公用車ガソリン代 36 公用車ガソリン代 32 21 公用車ガソリン代 32 公用車ガソリン代 32
コピー機パフォーマンスチャージ 50 コピー機パフォーマンスチャージ 55 41 コピー機パフォーマンスチャージ 50 コピー機パフォーマンスチャージ 50

(8)施行事項
費　　用 ＦＡＸ使用料 12 ＦＡＸ使用料・切手購入費 15 13 ＦＡＸ使用料・切手購入費 15 ＦＡＸ使用料・切手購入費 15

コピー機使用料 5 コピー機使用料 5 4 コピー機使用料 5 コピー機使用料 5
駐車場使用料 3 駐車場使用料 3 1 駐車場使用料 3 駐車場使用料 3
公用車点検代 51 公用車点検代 45 57 公用車点検代 45 公用車点検代 45

【3月補正】
【９月補正】 虐待等防止対策地域協議会委員報酬 △31
会計年度任用職員人件費 △424 会計年度任用職員人件費 △212
（報酬・職員手当等） 【予備費】

会計年度任用職員人件費 85

予算(決算)額 合　　計 6,387 合　　計 7,007 6,657 合　　計 7,091 合　　計 7,091
国庫支出金 補助率 50 ％ 3,452 補助率 50 ％ 2,791 2,669 補助率 50 ％ 2,791 補助率 50 ％ 2,791
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,935 4,216 3,988 4,300 4,300

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.6 2 2 2 2
正職員人件費 13,920 17,800 17,800 17,800 17,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,307 24,807 24,457 24,891 24,891
(11)単位費用

101.54千円／件 124.04千円／件 76.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「児童虐待の防止等に関する法律」に基づき、市の責務として、子ども虐待の防止対策や活動が求められている. ●①事前確認での想定どおり
早期発見、迅速な対応、効果的な援助を展開していく上で啓発を行い、子ども虐待防止対策室（子ども相談課）が要保護 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 児童対策地域協議会（子ども虐待等防止対策地域協議会）の調整機関となって関係機関とのネットワークを活用した支援 ○要
   背景は？(事業の必要性) 活動が必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

児童虐待防止の啓発や関係機関との日常的な情報共有、要保護自動対策地域協議会をネットワークを活用し、早期発見と
迅速な対応を行ったため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 児童虐待防止等に関する法律第４条に定められた市の業務で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あるため
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 子ども虐待等防止対策地域協議会代表者会議委員として、小 子ども虐待等防止対策地域協議会の代表者会議の委員に、民 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 児科医、歯科医師、社会福祉協議会会長、私立保育園連絡協 生委員児童委員協議会の代表者、主任児童委員の代表者が含 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 議会の推薦者、私立幼稚園協会の推薦者、民生委員児童委員 まれている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 協議会会長、主任児童委員の代表、人権擁護委員協議会の推 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 薦者、弁護士、精神科医が参画している。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 虐待通告は市民からも寄せられる他、日常的な見守り活動で

は、民生委員児童委員に協力を求めることもある。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係機関と連携し、迅速な対応に努めたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,807 △4,500 24,457 98.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△22.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.4

％ 10万円 0.41 102.5

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 595 課コード 1704 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子ども虐待防止活動の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども相談課

個別事業 子ども虐待防止・援助活動の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 2 人）
(1)事業概要

(当　初) 24,965 千円 (うち人件費 17,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 24,807 千円 (うち人件費 17,800 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33101 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子ども自身や子育てをする保護者が抱えるさまざまな悩



達センターにおいて 児童福祉法に定められた児童通所支援事業を計画的に実施するため、サービス等利用計画策定事務及びサー
施策目的・

(2)目的 、相談・訓練・通所支援を行って発達を促すとともに、子どもの保護者に対する支援を行います。また、民 事業目的 ビス支給決定事務を行う。
展開方向

間事業所や保育園、幼稚園に対する発達支援のノウハウの提供や保護者向けの学習会の開催などを通じて、
次の児童通所支援事業及び児童相談支援事業を行う。 ・児童通所支援及び相談支援利用者の給付管理（随時）
・児童通所支援事業及び相談支援事業の給付管理 ・児童通所支援給付費及び相談支援給付費の審査及び支払い事務（随時）
・相談支援事業所の運営及びサービス等利用計画の作成 当該年度 ・児童通所支援のサービス等利用計画の作成（随時）
・相談支援事業者の指定及び監査 執行計画 ・相談支援事業者の指定及び監査（随時）

(3)事業内容 内　　容 ・軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業の実施 ・軽度・中等度難聴児補聴器購入費の助成（随時）

児童相談支援支給決定者数（令和元年度末…３５８人） 想定値 360当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 456

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 児童通所支援の利用率を維持する。 直接 ３月末の児童通所支援利用人数÷児童通所受給者証発行人数（支給決 ％ 87 92
定人数）×１００

令和 4年度 児童通所支援の利用率を維持する。 直接 ３月末の児童通所支援利用人数÷児童通所受給者証発行人数（支給決 ％ 93
定人数）×１００

令和 5年度 児童通所支援の利用率を維持する。 直接 ３月末の児童通所支援利用人数÷児童通所受給者証発行人数（支給決 ％ 95
定人数）×１００

児童通所支援は発達支援の観点から利用者のニーズが高い事業である。利用者数、利用量、事業所数とも増加するなか、発達支
(7)事業実施上の課題と対応 援を必要とする児童のニーズに的確に対応するため、児童発達支援、放課後等デイサービスなど通所支援事業所の質の向上を図 代替案検討 ○有 ●無

る必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

会計年度任用職員人件費 3,293 会計年度任用職員人件費 3,475 3,560 会計年度任用職員人件費 3,475 会計年度任用職員人件費 3,475
（相談支援専門員１名） 国保連給付費支払手数料 781 977 （相談支援専門員１名） （相談支援専門員１名）
　社会保険・雇用保険 児童通所支援給付費 431,853 493,976 社会保険・雇用保険 社会保険・雇用保険
　通勤費・旅費含む サービス等利用計画作成ソフト使用料 53 53 通勤費・旅費含む 通勤費・旅費含む

旅費 19 4
国保連児童通所・相談支援給付費 809 事務消耗品の購入 26 26 国保連児童通所・相談支援給付費 781 国保連児童通所・相談支援給付費 781
　支払手数料 公用車ガソリン代 45 40 支払手数料 支払手数料

実施内容 児童通所支援等の給付費 392,841 コピー機パフォーマンスチャージ 54 41 児童通所支援給付費 431,853 児童通所支援給付費 431,853
サービス等利用計画作成ソフト使用料 53 ＦＡＸ使用料・切手購入費 16 14 サービス等利用計画作成ソフト使用料 53 サービス等利用計画作成ソフト使用料 53

(8)施行事項
費　　用 旅費 11 コピー機使用料 4 4 旅費 23 旅費 23

事務消耗品の購入 26 駐車場使用料 2 0 事務消耗品の購入 26 事務消耗品の購入 26
公用車ガソリン代 50 中・軽度難聴児補聴器購入助成費 300 319 公用車ガソリン代 45 公用車ガソリン代 45
コピー機パフォーマンスチャージ 50 通知用窓付き封筒印刷 0 0 コピー機パフォーマンスチャージ 50 コピー機パフォーマンスチャージ 50
ＦＡＸ使用料 12 公用車点検代 50 58 ＦＡＸ使用料・切手購入費 16 ＦＡＸ使用料・切手購入費 16
コピー機使用料 4 システム電子証明書発行手数料 8 8 コピー機使用料 4 コピー機使用料 4
駐車場使用料 2 【12月補正・3月補正・3月予備費】 196 駐車場使用料 2 駐車場使用料 2
難聴児補聴器購入助成 300 　国保連給付費支払手数料 中・軽度難聴児補聴器購入助成費 300 中・軽度難聴児補聴器購入助成費 300
通知用窓付き封筒印刷 43 【12月・3月補正】 75,891 通知用窓付き封筒印刷 43 通知用窓付き封筒印刷 0
公用車点検代 51 　児童通所支援給付費 公用車点検代 50 公用車点検代 50
電子証明書発行手数料 8 【1月予備費】補聴器購入助成費 19 システム電子証明書発行手数料 8 システム電子証明書発行手数料 8

予算(決算)額 合　　計 397,553 合　　計 512,792 499,080 合　　計 436,729 合　　計 436,686
国庫支出金 補助率 50 ％ 196,619 補助率 50 ％ 215,926 253,871 補助率 50 ％ 215,926 補助率 50 ％ 215,926
県支出金 補助率 25 ％ 98,360 補助率 25 ％ 108,113 123,652 補助率 25 ％ 108,113 補助率 25 ％ 108,113
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 99,262 185,644 117,659 109,581 109,538

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,312 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,109 3,898 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,109 □特会 □受益 □基金 ■その他 3,109
換算人数(人) 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4
正職員人件費 12,180 12,460 12,460 12,460 12,460

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 409,733 525,252 511,540 449,189 449,146
(11)単位費用

1,219.44千円／人 1,459.03千円／人 1,121.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童福祉法に基づく市町村の法定業務で、発達に支援が必要な子どもが地域で健やかに暮らせるようにするため、日常生 ●①事前確認での想定どおり
活における基本的な動作の指導、集団への適応訓練等を行う通所形態の事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 発達に支援が必要な児童は増加しており、早期発見から早期療育につなぐ本事業は、必要不可欠である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

相談支援事業所が作成するサービス等利用計画書に基づき、発達支援が必要な児童に児童福祉法のサービス、障害者総合
支援法のサービスを包括的に提供することができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 児童福祉法で定められた法定事業であり、市以外では実施で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 きない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
87 92 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

児童通所支援サービスを提供する事業所が増え、サービス提供体制が充実してき
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 93 101.09

ているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 525,252 △115,519 511,540 97.39
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△28.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.18

％ 100万円 0.18 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業により、発達に支援が必要な子どもに適切なサービスを提供することで、日常生活への適応に効果的な役割を担っているため、引き続き
推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1923 課コード 1704 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども相談課

個別事業 児童通所支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 1.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 449,146 千円 (うち人件費 12,460 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 525,252 千円 (うち人件費 12,460 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33106 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画、子ども発達支

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

発達に支援が必要な子どもに対しては、児童発達支援センターの機能を有するこども発



でいじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するため、関係者で構成される組織を運営
施策目的・

(2)目的 者、市民などと連携しながら、いじめの未然防止や早期発見、早期対応に向けた取り組みを進めます。また 事業目的 し連携を図ることにより、児童・生徒が安心して生活し、健やかに成長することができる。
展開方向

、青少年の非行を防止するため、ＰＴＡや少年指導員、防犯協議会などと連携して街頭パトロールを実施す
いじめの防止等の対策について関係機関の連携を図るため、いじめ問題対策連絡協議会を年１回開催する。 市いじめ問題対策連絡協議会を開催し、関係機関相互の連携を図る。また、いじめによる重大事態が発生し
また、いじめ防止対策推進法第２８条第１項に規定するいじめによる重大事態が発生し、教育委員会から市 た事案の調査結果が報告された場合、市いじめ再調査委員会において、当該事案の調査を行う。
長に報告された重大事態に対して、市長が対処又は同種の事態の発生防止が必要と認めた場合、同法３０条 当該年度
第２項の規定によるいじめ再調査委員会を設け調査を行い、いじめを受けた被害児童・生徒の尊厳を保持す 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ると共に、同種の事態の再発防止のために必要な措置を講ずる。

市いじめ問題対策連絡協議会の開催・・・１回（５月） 想定値 1当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図るため、市いじめ問題対策連絡協議会を年１回開催する。 直接 市いじめ問題対策連絡協議会の開催回数を年１回にする。 回 1 1

令和 4年度 関係機関との連携を図るため、市いじめ問題対策連絡協議会を年１回開催する。 直接 市いじめ問題対策連絡協議会の開催回数を年１回にする。 回 1

令和 5年度 関係機関との連携を図るため、市いじめ問題対策連絡協議会を年１回開催する。 直接 市いじめ問題対策連絡協議会の開催回数を年１回にする。 回 1

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

いじめ問題対策連絡協議会委員報酬 18 いじめ問題対策連絡協議会委員報酬 18 いじめ問題対策連絡協議会委員報酬 18 いじめ問題対策連絡協議会委員報酬 18
【3月補正】
いじめ問題対策連絡協議会委員報酬 △18

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 18 合　　計 0 0 合　　計 18 合　　計 18
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 18 0 0 18 18

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,045 3,560 3,560 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,063 3,560 3,560 3,578 3,578
(11)単位費用

3,063千円／回 3,560千円／回 3,560
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成２５年６月にいじめ防止対策推進法が施行され、いじめの防止対策には関係各機関との連携は重要であり、いじめの ●①事前確認での想定どおり
予防、早期発見・早期対応、再発防止のため市全体で取り組む必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

いじめ問題対策連絡協議会を書面開催し、関係機関との連携及び情報共有を図ったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市いじめ防止対策推進条例、我孫子市いじめ防止対策

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 委員会設置要綱、我孫子市いじめ問題対策連絡協議会設置要
□その他 　促進された 綱、我孫子市いじめ再調査委員会設置要綱で市が実施、推進

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した することを定めている。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り いじめ問題対策連絡協議会委員として、我孫子医師会長、民 いじめ問題対策連絡協議会に川村学園女子大学文学部心理学 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 生委員児童委員協議会会長、人権擁護委員協議会会長、弁護 科助教、千葉県弁護士会子ども権利委員会委員、我孫子医師 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 士、児童心理に関する学識経験者が参画している。 会会長、柏人権擁護委員協議会会長の参画がある。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

重大ないじめ問題を発生させず、いじめ問題対策連絡協議会開催することができ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100

たため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,560 △497 3,560 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△16.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

回 10万円 0.03 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和4年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2109 課コード 1704 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども相談課

個別事業 いじめ問題対策連絡協議会等の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,578 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,560 千円 (うち人件費 3,560 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52302 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが安心して生活し、健やかに成長することができる環境をつくるため、教育委員会や学校、保護 市全体


